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第５章 営業秘密の保護の検討 

 

 

今日の絶え間ない競争の中で、企業が自ら開発・取得し秘密として保有している技

術情報（例えば、生産及び製造工程、製造方法など）や、経営情報（例えば、マーケ

ティング戦略、顧客リスト、企業の基本計画など）は、企業にとって重要な競争力の

源泉である。 

（例） 生産および製造工程、
製造方法など

技術情報

      

（例） マーケティング戦略、顧
客リスト、企業の基本計画など

経営情報

 

 

言い換えると、こうした工業上及び商業上の情報は、公然と知られておらず、相当

の努力により秘密保持されていることにより、独立した経済的価値を有している。 

 

秘密維持された
工業上及び
商業上の情報

相当な努力
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特許ライセンスでは、特許として開示された技術だけでなく、ライセンサーが秘密

に維持してきた技術ノウハウ等の情報についてもライセンシーに提供するケースが生

じる。 

このとき、その情報がライセンシー以外の第三者には開示されず、爾後も、ライセ

ンサーとライセンシーのみが知りうる情報として相当な努力により秘密に維持するこ

とができれば、当該情報の経済的価値を保つことができ、そこから収益を得ることが

できる。一方、ライセンスの過程で当該情報が公然と知られることとなり、あるいは、

ライセンシーにおいて秘密に管理されなければ、当該情報の経済的価値を逸失するこ

ととなり、もはやそこから収益を得ることはできない。 

 

[ライセンス契約での留意点] 

不正競争防止及び経営秘密保護に関する法律（法律第９５３７号：以下、‘営業秘

密保護法’）では、営業秘密の定義とその保護について規定している。 

技術ノウハウなどの営業秘密を韓国企業にライセンスしようとする日本企業として

は、韓国の営業秘密保護制度について理解し、情報をどのように管理しておけば当該

情報が営業秘密として韓国で保護されるのかを理解しておくべきである。そして、適

切なライセンス戦略を樹立して、ライセンシーである韓国企業に対しては徹底した営

業秘密順守と、それによる法律的な責任を明確に提示しておくことにより、法律によ

り保護される利益を有した営業秘密としての経済的価値を保ち、競争力を維持しなけ

ればならない。 

  以下では営業秘密保護法の内容について解説し、営業秘密の概念や、保護を受ける

ための条件、法律による保護内容について述べる。 

 ※ 不正競争防止及び経営秘密保護に関する法律は、広く知られた他人の商標、商号

などを不正に使用する（例えば、違法コピー商品）などの不正競争行為の防止

についても規定しているが、本稿では営業秘密の保護について解説するもので

ある。 

 

１．営業秘密保護法の目的 

 

営業秘密保護法は、他人の営業秘密を侵害する行為を防止して健全な取引秩序を維

持することをその目的とする。 

 

（１）健全な競争秩序の形成 

営業秘密保護制度は、営業秘密自体を産業財産権のような権利の形態として保護す

るよりは、他人の努力と成果に便乗して不当な利益を取得しようとする行為を禁止さ

せることに主眼をおいている。 
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（２）企業の技術開発及び移転契約などの促進 

技術移転過程などで発生し得る営業秘密保有者による秘密漏洩の可能性をあらかじ

め予防し、国内企業間または国家間の技術移転、技術移転市場の形成及び該当技術の

効率的利用を促進させる。 

 

（３）特許権・著作権制度の補完 

特許権や著作権の保護を受けにくい技術的情報（例えば、自然法則や基礎科学上の

発見、演算法と数学の公式、化学製品の微妙な組合せ、製造温度条件や成分に関する

技術的ノウハウ、特許要件にそぐわない技術的思想など）や、管理ノウハウなどの経

営上の情報、営業上のアイデアなども法的に保護を受けることができるようにするこ

とで特許制度と著作権制度を補完する。 

 

（４）営業秘密の法的性格 

営業秘密の法的性格について、韓国では営業上の利益または事実上の資産として理

解されており、営業秘密の財産的価値は認められるが物権または産業財産権のような

権利性は認められていない。 

したがって、営業秘密保護制度は、営業秘密保有者の秘密管理義務を前提として、

ある情報が秘密として維持管理されている間は事実上の財産的価値を有するものとし

て把握し、不正な手段による侵害行為を規制することによって営業秘密を保護しよう

とする制度である。 
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< 特許制度と営業秘密保護制度比較 > 

 

 特許 営業秘密 

目的 

 

発明を保護奨励してその利用をは

かることで技術の発展を促進して

産業発展に貢献 

 

他人の営業秘密を侵害する行為を

防止して健全な取引秩序を維持 

 

保護条件 
新規性、進歩性、産業上利用可能

性 

非公知性、経済的有用性、秘密保

持 

保護対象 

 

○技術的発明: 自然法則を利用し

た技術的思想の創作として高度

なもの 

 

 

 

 

 

 

○技術情報：特許要件を備えてい

ない技術、設計方法、設計図

面、実験データ、製造技術、製

造方法、製造工程、研究レポー

トなど 

○ 経営情報：顧客名簿、取引先名

簿、販売計画、入札計画など 

 

登録有無 

及び 

権利性 

 

特許要件に関する審査後、設定登

録によって独占排他的権利が発生 

- 特許権者は設定登録された発

明に対して一定期間の間、独

占排他的権利として使用 

- したがって、第三者が特許化

された技術と等しい技術を独

自的に開発したとしても特許

権者の実施許諾を得ないで使

用すれば、特許権侵害に該当 

 

 

 

 

登録手続きがなく一定の要件が満

たされれば営業秘密として認めら

れ、営業秘密が侵害を受けた場

合、これに対する救済を請求 

- 排他的権利を付与するのでは

なく、秘密に維持管理されて

いる事実状態そのものを保護 

- したがって、第三者が等しい

内容の営業秘密を独自的に開

発し使用するとしてもそれの

みを理由に侵害主張をするこ

とができない 

 

保護期間 設定登録日から出願日後 20年 秘密として管理される限り無限 

公開 公開を前提 非公開 

移転性 実施権設定可能 秘密保持を前提に実施契約が可能 
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２．営業秘密の定義 

 

法律において「営業秘密」は、以下のように定義されている。 

 

したがって、ある技術やノウハウが営業秘密保護法上の営業秘密に該当するために

は、(1)該当技術が‘公然と知られていないこと（非公知性）’、(2)‘独立した経済

的価値を有するもの’、そして(3)‘相当な努力によって秘密に保持されていること’

という３つの条件を全て満たさなければならない。いずれか一つの条件でも満たさな

ければ営業秘密保護法上の営業秘密として保護を受けることができない。  

 

（１）非公知性 

ある情報が営業秘密として保護受けるためには当該技術などが、“公然と知られて

いないもの” つまり、不特定多数の人間がその情報を知っていないだけでなく、知り

得る状態にもなく、保有者を介さずには当該情報を入手することができない、「秘密

の状態」でなければならない。 

但し、非公知性ないし秘密性は相対的な概念であって、保有者以外の他人が当該情

報を知っていたとしても保有者間に秘密遵守の義務が形成されていたり、保有者と無

関係な第３者が独自開発などによって等しい情報を保有していてもその第３者が当該

情報を秘密として維持している場合は、非公知状態の情報といえる。 

なお、非公知性の判断時点として、営業秘密侵害の禁止請求においては事実審の口

頭弁論終決時であり、損害賠償請求においては不正行為が行われた時点である。また、

非公知性の立証責任は、被告側から積極的に反証を提出する責任があると考えるべき

であろう。 

非公知性に係わる韓国の判例をみると、あるアイデアが韓国内にて使用されていな

くても韓国外で既に公開または使用されることによって、そのアイデアの経済的価値

を得ることができる者に知られている状態にあれば、そのアイデアは営業秘密とは見

なすことはできない 17。しかし、外国技術を導入・改良して秘密に管理していたのな

ら、その改良技術は営業秘密に属する 18

 

と判示している。 

（２）独立した経済的価値 

                                            
17 ソウル地法1997.2.14.96ガ合7170判決 
18 ソウル地法1995.3.27.94カ合12987決定、大法院1996.11.26.宣告96ダ31574判決 

“営業秘密”とは、公然と知られておらず独立した経済的価値を有するものであっ

て、相当の努力により秘密に維持された生産方法、販売方法、その他の営業活動等

に有用な技術上または経営上の情報をいう(法第 2条第 2号)。 
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営業秘密として保護されるためには、情報が商業上、工業上における経済的価値を

有していることが前提である。 

ここで 、経済的価値を有しているとは 

 営業秘密の保有者が市場において特定の情報使用を通じ競業

者に対する経済上の利益を得ることができる 

 情報の取得または開発のために相当な費用や努力が必要であ

る 

 現実的に使われていなくても将来的に経済的価値を発揮する

可能性のある情報(潜在的に有用な情報)や過去に失敗した研

究データといった情報 

  

 

などがあげられる。又、営業秘密の経済的価値は営業秘密の譲渡またはライセンスの

根拠になり、侵害を受けるおそれがあったり侵害を受けた場合、民・刑事上の訴因と

なる。 

 

（３）秘密管理性 

経済的価値を有する非公示状態の技術・経営情報だとしても営業秘密として保護を

受けるためには当該情報の保有者が秘密保持のために“相当の努力”をしなければな

らない。 

☞ 営業秘密の保有者が主観的に秘密を維持する意識を持ち、客観的に第３者または

従業員が知り得る方式で秘密であることを表示し管理しなければならない。 

“相当の努力”に関しては、おおよそ次のような場合が挙げられる。 

 当該情報に秘密表示をしアクセスできる者にそれが営業秘密とい

う事実を周知させる 

 当該情報にアクセスできる者の数を制限したり、アクセスした者

にその情報を使用・公開できないという主旨の秘密遵守義務を賦

課する 

 当該情報に対する接近を空間的物理的に制限する 
 

 

しかし、営業秘密に該当する情報は、物的な媒体（書類、ディスク、フィルムな

ど）に記録・保存されるだけでなく、個人の記憶による場合もあるので、企業（営業

秘密を保有する主体）の業種、規模、従業員数、情報の性質と重要性、秘密侵害の手

段と方法などを考慮したうえで、その情報が秘密であることが合理的に推測・判断で

きるように管理されていなければならない。 
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（４）情報性 

営業秘密は前述の非公知性、独立した経済的価値、秘密管理性を備えた生産方法、

販売方法その他の営業活動に有用な技術上または経営上の“情報”である。 

従って、営業秘密要件に該当するすべての情報は営業秘密として保護を受けること

ができるので、その情報の範囲は非常に広範囲である。このような情報としてアメリ

カ統一営業秘密法第 1 条第 4 項では製法(formula)、設計(pattern)、編集物

(compilation)、手続き(program)、装置(device)、方法(method)、技術(technique) 

または工程(process) などを例示して、方法(method)と技術(technique)にはノウハウ

の概念も含まれると敍述している。 

 

３．営業秘密を侵害する行為 

 

（１）不正取得行為に係わる侵害行為 

① 営業秘密を不正取得・使用・公開する行為 

窃取、欺瞞、脅迫その他の不正な手段により営業秘密を取得する行為(以下、“不

正取得行為”という。)又は、その取得した営業秘密を使用するか、公開(秘密を維

持しつつ特定人に知らせることを含む。以下同じ)する行為(法第 2条第 3号イ目) 

 

 

 

ここで、不正な手段とは、窃取・欺瞞・脅迫など刑法上の犯罪を構成する行為だけ

でなく、秘密保持義務の違反、またはその違反の誘引など健全な取引秩序の維持ない

し公正な競争の理念に照らしたときに上に列挙した行為に準する、善良な風俗その他

の社会秩序に反する、一切の行為や手段をいう 19

“公開”行為とは、不正な手段で取得した営業秘密を特定又は不特定人に知らせる

行為をいい、秘密を維持し特定人に知らせる行為を含み、具体的態様としては不正に

取得した営業秘密を第３者に売却又はライセンス契約などの方法で公開する場合など

である。 

。 

                                            
19 大法院96ダ16605判決 
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このような公開行為は、口頭・書面のみならず図面・模型の展示によっても可能で、

第３者が営業秘密を知ろうとすることを妨害しない不作為形式による公開行為も認め

られ、また、公開行為の有償性を要件としない。 

 

② 不正取得された営業秘密を悪意・重過失で取得・使用・公開する行為 

営業秘密について不正取得行為が介入 20された事実を知るか、重大な過失により知

り得ずに、その営業秘密を取得する行為、又はその取得した営業秘密を使用する

か、公開する行為(法第 2条第 3号ロ目) 

 

 

 

本規定は、“イ”目の営業秘密の不正取得行為後、営業秘密の流通過程で悪意また

は重過失により営業秘密を転得する行為を禁止することが目的である。不正取得者か

ら直接取得した者(転得者)のみならず、転得者から営業秘密を取得した者も本規定が

適用される。主観的要件である悪意の証明が難しいため、行為者としてはもう少しだ

け注意を傾けていれば当然知り得たという客観的状況が証明されれば重過失とみなし

て悪意と同一視しようとするものである。行為の判断時点は取得・使用・公開行為時

である。 

 

③ 善意取得の後、悪意・重過失による使用公開行為 

営業秘密を取得した後、その営業秘密に対して不正取得行為が介入された事実を知

るか、重大な過失により知り得ずにその営業秘密を使用するか、公開する行為(法

第 2条第 3号ハ目) 

 

                                            
20 “介入”とは当該営業秘密の流通過程に不正手段による営業秘密取得行為が存在することをいう 
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本規定は、善意且つ重大な過失なく営業秘密を取得した者が、その後営業秘密保有

者から警告を受けたり、不正な取得事実をマスコミ等を通して知らされるなど、自己

が取得した営業秘密に不正取得行為が介入されていたことを知った後、又は重大な過

失により知らないままこれを使用したり公開するなどの行為を規制する。営業秘密が

たとえ流出してしまってもそれが秘密保持されている間は保護する価値があるためで

ある。 

したがって、本規定は営業秘密取得時には善意・無過失であったが取得後、営業秘

密保有者の通知などによって悪意又は重過失に転換される事後の悪意者の使用、又は

公開行為を制限しようとする規定であり、一定の要件下で不正競争防止及び営業秘密

保護に関する法律第 13条の「善意者に関する特例」が適用されることもある。 

 

（２） 不正公開行為に係わる侵害行為 

①営業秘密を不正公開・使用行為 

契約関係などによって営業秘密を秘密として維持しなければならない義務がある者

が不正な利益を得るか 21、その営業秘密の保有者に損害を加える目的でその営業秘

密を使用するか公開する行為(法第 2条第 3号ニ目) 

 

 

                                            
21 “不正な利益を得る”とは秘密保持義務を違反して利益を得る行為をいい、秘密保持義務違反者の利益のみならず

第3者の利益を得るようにすることも含まれる 
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本規定により、正当に営業秘密を取得した者が、秘密保持義務があるにもかかわら

ず不正な目的を持ってこの義務に違反して、当該情報を使用または公開する行為を規

制する。従業員の転職及び競業禁止と関連がある(後述)。 

本規定による侵害行為要件は以下の三点である。 

 契約関係など 22

 不正な利益を得たり損害を加える目的がある 

によって秘密保持義務がある 

 営業秘密を使用または公開する行為 

大法院は “‘契約関係などによって営業秘密を秘密として維持する義務’について、

必ずしも、契約関係の存続中や契約の終了後であって契約によって明示的に秘密保持

義務を負担することに約定した場合に限らず、人的信頼関係の特性などに照らして信

義誠実の原則または暗黙的にそのような義務を負担することを約定したと見なせる場

合を含む”と判示している。しかし、信義誠実の原則または暗黙的秘密保持義務を認

めても、憲法上保証された職業選択の自由を本質的に制限する行為は禁止されるとす

るべきであろう。 

したがって、秘密保持義務は法律でその義務を明示した場合は勿論、個別的な契約

関係がある場合またはこのような契約関係がなかったとしてもこれに準する信頼関係

がある場合には信義誠実の原則上、秘密保持義務が発生し、在職中や退職後または契

約中や契約期間満了後を問わない。 

 

②不正公開された営業秘密を悪意・重過失で取得・使用・公開する行為 

営業秘密がニ目の規定によって公開された事実、又はそのような公開行為が介入さ

れた事実を知るか、又は重大な過失により知り得ずにその営業秘密を取得する行為

またはその取得した営業秘密を使用するか、公開する行為(法第 2条第 3号ホ目) 

 

 

 

                                            
22 “契約関係など”とは必ず契約な決まった様式によってのみ発生するものではなく、使用者と従業員間または営業

秘密保有者と実施権者間の信義関係によっても発生し、双方間の契約のみならず一方の誓約書または多者を対象にする

普遍的な取引約款、規則、仕様書などで示すこともできる。 
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本規定は、“ニ”目（上記①）の秘密保持義務違反者の営業秘密公開後、その流通

過程で悪意または重過失により当該営業秘密を取得したり、取得した営業秘密を使用

又は公開する行為を禁止させる。具体的内容は “第 2 条第 3 号ロ目” （上記（１）

の②）と同一である。 

したがって、営業秘密転得者が原営業秘密保有者に対して不正行為または損害を加

える目的がなくても営業秘密侵害行為に該当する場合がある。 

これに関する判例を見れば、「申立人会社においてマグネシウム金型製作技術開発

を支援した被申立人職員Ｃ氏は１９９３年１月初めに会社を退職した後、申立人が独

自開発した合成樹脂レース製造用マグネシウム金型を１９９３年４月から製作し被申

立人Ｕ氏およびその他２名に納品し、被申立人Ｕ氏およびその他２名は被申立人であ

るＣ氏と申立人との関係を知りながらもＣ氏から同営業秘密の提供を受け、合成樹脂

レースを多量に製造販売した行為は不正競争防止法第２条第３号ホ目所定の営業秘密

の侵害行為に該当する 23

 

」と判示している。 

③ 善意取得の後悪意・重過失による使用公開行為 

営業秘密を取得した後、その営業秘密がニ目の規定により公開された事実、又はそ

のような公開行為が介入された事実を知るか、重大な過失により知り得ずにその営

業秘密を使用したり公開する行為(法第 2条第 3号ヘ目) 

 

 

本規定は営業秘密取得時には善意・無過失であったが、営業秘密保有者の通知など

によって悪意・重過失に転換した場合の行為について処罰しようとする規定であり、

具体的内容は “第 2 条第 3 号ハ目”（上記（１）の③）と同様、本規定については一

定の要件下で “善意者に関する特例”が適用される。 

 

 

 

                                            
23 ソウル地法南部地院1993.12.31宣告、93カ合1656決定 
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４．営業秘密の侵害行為に対する救済手段 

 

以上のような営業秘密侵害行為に対し、営業秘密保護法は民事的救済手段として、

侵害の禁止及び予防請求権(第 10 条)、損害賠償請求権(第 11 条) 及び信用回復請求権

(第 12 条)を認め、これに対する特例として善意で営業秘密を取得した者を保護するた

めの善意者に対する特例(第 13 条)を規定しており、また、刑事的制裁手段として懲役

と罰金(第 18条第 1項、第 2 項、第 4項、第 18条の 2、第 18条の 3、第 19 条)が規定

されている。 

 

（１）民事的救済 

①禁止及び予防請求権など 

営業秘密は秘密が維持される間にのみ経済的価値を有するので、侵害行為を即時に

禁止及び予防することができる請求権は、最も直接的且つ有効な手段である。 

 

第 10 条 (営業秘密侵害行為に対する禁止請求権など) ① 営業秘密の保有者は営業

秘密侵害行為をしたり、しようとする者に対して、その行為により営業上の利益が

侵害されたり、侵害されるおそれのある場合には、法院にその行為の禁止又は予防

を請求することができる。 

③営業秘密保有者が第 1 項による請求をするときには、侵害行為を組成した物の廃

棄、侵害行為に提供された設備の除去、その他に侵害行為の禁止または予防のため

に必要な措置 24を共に請求することができる。 

 

(ⅰ)請求権者 

侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害されるおそれのある営業秘密の

保有者であって、当該営業秘密を最初に開発した原取得者と逆設計による営業秘密保

有者のみならず、その譲受人、実施権者等といった正当な権原によって営業秘密を保

有･使用する者を含む。 

なお、営業秘密保有者がＷＴＯ加盟国の国民である外国人の場合、同条約第 3 条規

定によって請求権者となることができる。 

 

(ⅱ)請求の相手 

営業秘密侵害行為をしたり、又は侵害行為をしようとする者 

 

 

                                            
24“その他必要な措置”とは将来に侵害行為を禁止または予防するための措置としてこれを保障するための担保提供ま

たは供託などをあげることができる。 
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(ⅲ)請求権の要件 

“営業 25

 

秘密侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害されるおそれ”が

なければならない。ここで、“おそれ”とは単に侵害される可能性のみでは不充分で、

侵害されることが確実に予想される蓋然性を意味する。したがって、主観的な侵害可

能性のみならず、社会通念上、客観的に営業上利益が侵害される可能性がなければな

らない。又、これに対する主観的・客観的立証責任は請求権者が負担する。なお、侵

害者の故意及び過失は禁止及び予防請求権の要件ではない。 

(ⅳ)請求権の内容 

禁止及び予防請求権の内容は、営業秘密の不正取得・使用・公開行為などを禁止さ

せることであり、具体的には特定製品の生産を一定期間停止させる、完成製品の配布

販売を禁止させる、侵害行為を組成する品物の廃棄または侵害行為に提供された設備

の除去などが、その内容となる。 

営業秘密侵害行為に対する禁止予防の期間(営業秘密保護期間)としては、 

 営業秘密の侵害がない場合、保有者が侵害者に競合上優位を保てる期間 

 侵害者の独自技術開発に必要な期間 

 当該技術の進展速度及び寿命 

などが考えられ、その期間の経過により営業秘密は当然消滅し、それ以降は秘密では

ないものと見なされる。 

又、廃棄除去請求権は営業秘密侵害行為による物的侵害状態を取り除くことで将来

的な侵害の再発を防ぎ、禁止請求の実効を上げるために認められたもので、単独での

独立行使はできず、必ず禁止または予防請求に付随されなければならない附帯請求権

である。請求に際しては、物的侵害状態が現存する事実についての立証だけでなく、

相手がその物・設備に対して所有権などの処分権限を有していることを立証しなけれ

ばならない。 

営業秘密侵害行為に対する禁止及び予防手段として、従業員に対する一定期間の転

職または競業禁止の請求は職業選択の自由に関連し問題視されており、転職を禁止す

る場合でも特別な事情のない限り営業秘密の存続期間を越える期間まで禁止すること

はできない。 

 

(ⅴ)時効 

                                            
25 “営業”とは経済主体が経済上収支の計算上で活動するすべての行為を含む概念で、営利性有無にかかわらず継続的

に市場に参加する行為をいい、“営業上の利益”とは営業秘密侵害行為から保護を受ける価値があるすべての利益をい

う。このような営業上の利益は現実に侵害された必要はなく侵害されるおそれのみあれば良い。 
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第 14 条 (時効) 第 10 条第 1 項によって営業秘密侵害行為の禁止または予防を請求

することができる権利は、営業秘密侵害行為が続く場合において営業秘密保有者が

その侵害行為によって営業上の利益が侵害されたり侵害されるおそれがあるという

事実及び侵害行為者を知った日から 3 年間行使しなければ時効により消滅する。そ

の侵害行為が始まった日から 10年が経過したときもまた同様である。 

 

②損害賠償請求権 

営業秘密保護法は、営業秘密保有者の損害賠償請求権も認めており、禁止及び予防

請求権と異なり過失責任主義の原則を明示している。したがって、その性質に反しな

い限り不法行為に関する民法の規定が適用される。 

 

第 11 条 (営業秘密侵害に対する損害賠償責任) 故意または過失による営業秘密侵

害行為により営業秘密保有者の営業上の利益を侵害し損害を被らせた者は、その損

害を賠償する責任を負う。 

 

(ⅰ)請求権者及びその相手 

請求権者は “故意または過失による営業秘密侵害行為により営業上の利益が侵害さ

れ損害を被った者(営業秘密保有者)”であり、その相手は “故意または過失により営

業秘密保有者の営業上の利益を侵害して損害を加えた者”である。 

 

(ⅱ)請求権の要件 

損害賠償請求の要件としては 

 侵害行為者の故意または過失 

 客観的に違法な営業秘密侵害行為の存在 

 侵害行為による営業上の利益の損害の発生 

 行為と損害発生との間に相当の因果関係の存在 

などが必要である。 

 

(ⅲ)損害賠償の範囲 

損害賠償請求権の目的は、営業秘密の侵害行為によって生じた損害を填補すること

であり、その範囲は営業秘密侵害行為と相当な因果関係がある一切の損害であり、積

極的損害、消極的損害、精神的損害を含む。ただし、これに対する立証責任は請求権

者が負担する。 

しかし、損害額の立証が容易くないため営業秘密保護法第 14 条の 2 は損害額の推定

に関する規定を置き、営業秘密侵害行為による損害額算定を容易にしている。以下に

簡単に説明する。 
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 侵害者が営業秘密侵害行為を行った品物を譲渡した場合 

☞ (その物の譲渡数量)×(当該営業秘密侵害行為がなければ販売できた物

の単位数量当たりの利益額) 

限度額：[(被侵害者の生産可能数量)－(実際の販売数量)]×(単位数量当た

りの利益額) 

(ただし、営業秘密侵害行為以外の事由により販売できなかったときには当

該事由で販売することができなかった数量による金額を差し引く) 

 侵害者が営業秘密侵害行為によって利益を受けた場合 

☞ その利益額 

 営業秘密侵害行為の対象になった営業秘密の使用に対して通常受けることがで

きる金額に相当する額(実施料) 

 営業秘密侵害行為により被った被害額が③の規定による金額を超えた場合 

☞ その超過額に対しても損害賠償を請求できる。 

(ただし、この場合、侵害者に故意または重大な過失がないときには、法院

は損害賠償額を算定するにおいてこれを斟酌できる) 

 損害が発生したことは認められるがその損害額を立証することが性質上極めて

困難な場合  

☞ 法院は①ないし④の規定にかかわらず弁論全体の主旨と証拠調査の結果

に基づき相当な損害額を認めることができる 

 

法院は不正競争行為による営業上の利益の侵害に関する訴訟において、当事者の申

立により相手方当事者に対して侵害による損害額を算定するために必要な資料の提出

を命ずることができる。ただし、その資料を有する者が提出を断る正当な理由があれ

ばその限りではない(法第 14条の 3) 

 

(ⅳ)時効 

営業秘密保護法には損害賠償請求権の行使期間(消滅時効)が規定されていない。し

たがって、民法第 766 条の規定により、営業秘密侵害行為があった事実及び行為者を

知った日から 3 年またはその行為が始まった日から 10 年間これを行使しなければ時効

によって消滅する。 

 

③信用回復請求権 

他人の不法行為による損害の賠償は、金銭賠償が原則(民法第 763 条)だが、営業秘

密侵害行為は他人が努力した技術的成果に便乗してその他人の信用と名声を害して利

益を取る行為であって、金銭賠償のみでは満足できなかったり信用毀損の救済方法と
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して適切ではない場合が多いため営業秘密保護法は損害賠償に代えるか損害賠償と並

行して信用回復に必要な措置をとることができるよう規定している。 

 

第 12 条 (営業秘密保有者の信用回復) 法院は、故意または過失による営業秘密侵

害行為により営業秘密保有者の営業上の信用を失墜させた者に対して、営業秘密保

有者の請求により第 11 条による損害賠償に代え、あるいは損害賠償とともに、営

業上の信用を回復するために必要な措置を命ずることができる。 

 

(ⅰ)請求権者及びその相手 

請求権者は“営業秘密侵害行為により営業上の信用が失墜した営業秘密の保有者”

で、その相手は“営業秘密侵害行為により営業秘密保有者の営業上の信用を失墜する

ようにした者”である。 

 

(ⅱ)請求権の要件 

信用回復請求権の要件としては、以下の通りである。 

 行為者の故意または過失 

 客観的に違法な営業秘密侵害行為の存在 

 侵害行為による営業上の信用の失墜 

 金銭賠償以外の別途の信用回復措置の必要性 

 営業秘密侵害行為と信用失墜と間の相当の因果関係の存在 

 

(ⅲ)請求権の内容 

信用回復請求権は損害賠償の一種であるので、損害賠償に代え、または損害賠償と

ともに請求でき、侵害者の費用で、敗訴又は有罪判決を受けた事実がある旨の釈明に

関する広告、判決文又は訂正文を載せる方法などがある。 

 

（２）営業秘密の善意取得者に対する特例 

営業秘密保護法は、営業秘密の善意取得者に対する特例を規定している。同規定は

営業秘密に関する取引の安全性を確保し、正常な取引によって営業秘密を取得した者

の使用・公開行為について営業秘密の侵害が認められる場合、正常な技術取引が萎縮

することを防止することが目的である。 

すなわち、営業秘密の取得時には故意または重過失がなかったが、後に被害者であ

る営業秘密保有者から警告状などを受けることで、その後から営業秘密侵害行為の存

在について知ることになった者を救済するために設けられた特則である。 
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第 13 条 (善意者に関する特例) ①取引によって営業秘密を正当に取得した者がそ

の取引により許容された範囲でその営業秘密を使用したり公開する行為に対しては

第 10 条から第 12条までの規定を適用しない。 

②第 1 項で "営業秘密を正当に取得した者"とは第 2 条第 3 項ハ目またはヘ目にお

いて営業秘密を取得した当時、その営業秘密が不正に公開された事実、又は営業秘

密の不正取得行為や不正公開行為が介入された事実を重大な過失なく知り得ずに、

その営業秘密を取得した者をいう。 

 

①保護主体 

保護を受けることができる者は“取引 26によって営業秘密を正当に取得した者 27

 

”

である。 

②保護範囲 

“その取引によって許容された範囲内において”である。したがって、善意者に対

する特例規定は営業秘密の取得時、その営業秘密が不正に公開された事実または営業

秘密の不正取得行為や不正公開行為が介入された事実を重大な過失なく知り得ずに取

引することにより営業秘密を取得した者が、その取引によって許容された範囲内で営

業秘密を使用したり公開する行為に対しては、禁止または予防請求権、損害賠償請求

権及び信用回復請求権などの規定を適用しない。 

 

③刑事的制裁 

営業秘密保護法は、営業秘密侵害行為に対する刑事罰を規定している。同規定は 

2004 年 1 月 20 日に改正され、韓国の営業秘密を保護するために、その間議論の多か

った刑事処罰及び保護対象の拡大、親告罪の廃止などが行われた。 

                                            
26“取引”とは、売買その他の譲り渡し契約、ライセンス契約、贈与契約などをすべて含み、法律上の典型的な取引の

みならず非典型的な事実上の取引行為を含む。 
27“営業秘密を正当に取得した者”とは法第 2 条第 3 号タ目及びバ目の規定において、営業秘密を取得した当時にその

営業秘密が不正に公開された事実または営業秘密の不正取得行為や不正公開行為が介入した事実を重大な過失なく知り

得ずに、その営業秘密を取得した者をいう。 すなわち、営業秘密の取得者が営業秘密を取得する当時に善意で重大な

過失があってはいけないことを意味する。 
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第 18 条 (罰則) ① 不正な利益を得たり企業に損害を被らせる目的で、その企業に

有用な営業秘密を外国で使用したり外国で使用されると知りながら第３者に漏洩し

た者は、10 年以下の懲役またはその財産上利得額の 2 倍以上 10 倍以下に相当する

罰金に処する。 

② 不正な利益を得たり企業に損害を被らせる目的で、その企業に有用な営業秘密

を取得・使用したり第３者に漏洩した者は、5 年以下の懲役又はその財産上利得額

の 2倍以上 10倍以下に相当する罰金に処する。 

④ 第 1項と第 2項の懲役と罰金は併科できる。 

第 18 条の 2 (未遂)  第 18条第 1項及び第 2項の未遂犯は処罰する。 

第 18 条の 3 (予備・陰謀) ① 第 18 条第 1項の罪を犯す目的で予備または陰謀した

者は、3年以下の懲役または 2千万ウォン以下の罰金に処する。 

② 第 18 条第 2 項の罪を犯す目的で予備または陰謀した者は、2 年以下の懲役また

は 1千万ウォン以下の罰金に処する。 

 

５．営業秘密の管理および保護 

 

ライセンス契約において技術ノウハウ等の営業秘密を相手方に提供する場合には、

提供する営業秘密の範囲を厳選して営業秘密の漏洩の危険性を最小限に止めた上で、

さらに、提供した情報が営業秘密保護法上の営業秘密として保護を受けられるように、

ライセンシーに対し秘密保持のための“相当の努力”を求め、情報の「秘密管理性」

を保たなければならない。 

したがって、ライセンサーは、ライセンシーが主観的に秘密を維持する意識を持続

的に持ち続けられるか、そして、組織的に秘密として管理する十分な措置をとること

ができる企業であるのかについて各ライセンス相手となる候補企業の実態を調査して、

ライセンシーの選定時に考慮しなければならない。 

そして、営業秘密(技術ノウハウなど)を含めて実施権を設定するライセンス契約の

際には、ライセンシーに提供する資料はこれを第３者に漏らさず営業秘密として管理

するという内容を含めて営業秘密であることを告知し、これに違反した場合の責任所

在、損害賠償などを詳しく列挙した契約書を作成する必要がある。例えば、事業目的

の達成のために重要資料を敢えて提供する場合でも、契約破棄の場合には必ず提供資

料の返却を要求する。 

ライセンス契約にあたっても秘密管理を徹底することにより営業秘密の漏洩を防止

し、営業秘密として法的に保護される要件を満足させて不慮の事態に備えるとともに、

営業秘密としての経済的価値を維持するのである。 

 以下では、自社はもちろん、営業秘密の提供先となるライセンシー企業での秘密管

理の方法について解説する。 
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（１）企業内部での管理と保護 

企業の営業秘密保護でまず考慮しなければならない事項は、営業秘密保護を強調す

れば情報流通の阻害によって組織が硬直しやすく、組職の柔軟性を強調すれば営業秘

密が流出しやすいということである。よって、営業秘密保護と企業の柔軟性を調和さ

せることができるよう、各企業の特性に相応しい管理手法を自ら開発することが重要

となる。 

 

①制度的措置 

営業秘密を効果的に保護管理するためには、秘密管理に関する明文化された規定を

制定して施行する必要がある。営業秘密管理規定には保護対象、営業秘密管理体系、

営業秘密の分類及び取り扱い、従業員の義務、営業秘密を管理する容器及び保管場所

の指定、営業秘密管理記録簿の備え及び活用、出入者の統制などに関する事項を含み、

それ以外にも各企業の特性にあわせて作成する。 

 

②人材管理 

従業員の管理は入社時から退職後の一定期間にわたって効率的に長期間管理するこ

とは容易ではないが、最低限、入社時には秘密漏えい禁止の誓約書の提出、在職時に

は定期的な保安教育の実施、退職時には職業選択の自由や勤労の権利を侵害しない範

囲で同業他社への就業及び競業の禁止義務の賦課を行うことなどが挙げられる。 

また、営業秘密申告制度や補償金を支給する制度を取り入れるなど、企業の創意的

な営業活動を促進させ、企業競争力を向上させる必要もある。 

 

(ⅰ)従業員の入社時（雇用契約） 

従業員の新規採用時から営業秘密に対する保護意識を強く持ってもらうよう教育す

る。特に、営業秘密と直接関係のある研究開発部や営業秘密を管理する職員について

は、営業秘密遵守誓約書と転職及び退職時の使用・公開禁止及び競業禁止誓約書を提

出させる。 

中途採用者の場合には 前職場で締結した営業秘密管理に関する契約などを注意深く

検討し、採用することで不当なスカウトまたは営業秘密侵害による提訴にあうことが

ないように備える必要がある。 

 

(ⅱ)在職中 

入社時から退職時まで職員に対する持続的な営業秘密保安教育を実施する。このよ

うな在職中の職員に対する教育は理論と実務を兼ね備えることが効果的で、特に人事

異動の際にはこれらの内容の伝達を徹底して行い、新たな担当者にも教育を行う。こ
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のような教育実施及び業務の伝達事項などについても、常に記録し、後日の営業秘密

に関する紛争発生に備える。 

そして、全職員を対象に持続的な営業秘密職務教育も実施していくが、なによりも

所属企業の営業秘密保護に対する動機を付与し自発的且つ積極的な参加を誘導するこ

とが重要である。 

 

(ⅲ)退職時 

研究開発部署の職員または営業秘密管理部署の職員が退職する予定や退職時には、

予め営業秘密の伝達について万全を期す一方、退職職員に営業秘密の使用または公開

行為は営業秘密侵害行為に属するという関連法律規定を説明し、在職中の研究開発及

び管理していた営業秘密の関連書類等一切を返却させる。 

もし、退職社員が仕方なく競合関係にある同業他社に就職する場合、採用企業に

“貴社の採用した○○○は当社で△△研究開発及び営業秘密管理業務を担当し退職し

た者であって、△△に関する一切の情報は不正競争防止および営業秘密保護に関する

法律第 2 条第 2 号によって保護される営業秘密である旨をお知らせし、もし貴社が○

○○を通じてこれを使用した場合には、営業秘密侵害行為に該当することをお知らせ

する。”という主旨の内容を告知する必要がある。 

 

③物理的措置 

企業が開発または保有している営業秘密は内部職員によっても流出するが、外部の

者によっても流出する可能性があるので、営業秘密を保護するための物理的措置の最

終目標はこのような内・外部の者から営業秘密が流出されることを防止することにあ

る。 

しかし、このような物理的措置は、研究開発や営業秘密管理の場所に対する統制区

域の設定から、文書及び通信保安に至るまでその範囲が広範囲であるので営業秘密保

有者である企業は物理的措置に万全を期すことが必要であろう。 

 

(ⅰ)統制区域の設定 

前述の制度的措置として制定した営業秘密管理規定によって営業秘密に分類した情

報は一般情報と分けて管理し、研究開発部署と営業秘密保管場所については一般職員

及び外部  者の接近を禁止させる統制区域の設定が必要である。 

このような統制区域には出入者名簿を備え、職位によって出入りを制限したり先端

監視装備を設けて常時監視するなどの措置が必要であるのみならず、常時出入りする

者には営業秘密保持に対する誓約書を提出させ、一時的に出入りする者に対しても出

入台帳を設けて営業秘密閲覧部に記録する。 
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特に、外来訪問者の場合は予め訪問目的を把握し訪問証を身につけさせて、なるべ

く営業秘密が公開されるおそれのある場所の出入りを制限し、特定な状況では訪問者

に秘密遵守覚書きに署名させる必要がある。 

 

(ⅱ)コンピューター管理 

コンピューターに保存された営業秘密が、容易に流出したり盗難にあう危険に置か

れている。特に、最近の情報通信技術とハッキング技術の発達は他人のコンピュータ

ーにより容易くアクセスでき、一瞬の不注意により長年の研究・開発成果を減失した

り盗難にあう可能性がある。 

したがって、営業秘密が保存されたコンピューターに対しては、できるだけ最小限

のアクセスに抑え、同時に必ずパスワードを使用する。パスワードは、随時変更し担

当者以外はアクセスができないようにする。また端末機の外部修理依頼及び廃棄の際

は、ハードディスクに収録された資料の流出防止対策を講じ、個人所有のコンピュー

ターの会社内への搬入・使用を禁止したり、やむを得ない場合、保安担当者の承認を

受け出入りするようにする。 

また、研究・開発部署及び営業秘密が保存されているコンピューターは、できれば

外部通信網と連結せず使用し、もし通信網に連結して使用するときには認可されてい

ない者の無断侵入防止のために侵入遮断システム(ファイアウォール)を設け、営業秘

密がハッキングされないよう注意を傾ける。 

特に、研究・開発及び営業秘密管理者は、コンピューター管理について情報通信に

対する一定水準の専門知識を備えた専門スタッフを配置し営業秘密流出を防止する。 

 

(ⅲ)通信保安 

電話、インターネット、ファックスなどはいつも外部から盗聴される危険に置かれ

ている。したがって、営業秘密に関する本社と支社との業務連絡はなるべく通信施設

を使わず、やむを得ない場合、営業秘密にあたる内容を暗号化したり特定信号を添加

または加工して送信する。又、定期的または抜き打ちで通信施設に対する保安点検を

実施する。 

 

(ⅳ)書類等の管理 

生産技術、経営情報等の営業秘密はコンピューターに保存する場合もあるが、一般

的に最終成果物は書類等を媒体にして秘密管理されている。このような書類は文書、

図面、写真、ディスク、マイクロフィルムなど多種多様なため管理方法も単純ながら

複雑である。 
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一般的に管理されている書類についていえば、まず第一に、表紙部分と書類棚などに

営業秘密という赤文字と秘密等級を表示し、アクセスする人々にとって当該書類が営

業秘密に属するという事実を認識させる。 

第二に、すべての営業秘密に対して管理責任者を指定し、コンピューター管理番号

を付与し、当該営業秘密の閲覧者を記録する。 

第三に、分離または離脱可能な記録物は総ページ数とページ番号を記載して分離や

離脱から保護しなければならず、特に営業秘密の内容が変更されないよう加筆及び修

正を禁止させる。 

第四、営業秘密が記録された書類についてはできれば搬出を禁止し外部流出を防止

する。 

 

（２）産業スパイからの営業秘密保護 

最近では、国内外の競合企業間での情報戦争がより熾烈となり産業スパイは企業の

避けることのできない問題となっている。 

また、産業スパイによる企業の情報流出は企業内部の職員と共謀する場合が大部分

である。国家情報院にて最近 7 年間、摘発された産業機密流出事件を分析して得た

「産業機密流出類型と産業スパイの見分け方」（後述）も事前策を講じるのに役立つ

であろう。 

 

①企業機密流出類型 

 

(ⅰ)前・現職従業員による流出 

産業機密流出の大多数を占めている類型として前・現職従業員が競合企業に就職し、

ベンチャー企業創業など個人営利を目的に技術資料をＣＤなどにコピーし、密かに流

出する場合が大部分である。 

したがって、重要な営業秘密は適正な等級に分類した後、特別管理するなど積極的

な保護努力を傾け、それにより不慮の事態の際には営業秘密保護法など関連法によっ

て保護を受けることができる。 

 

(ⅱ)競合企業の核心人材のスカウトによる流出 

特定企業が競合企業の核心技術者を金銭的補償や高位職の採用を約束する形で誘惑

し、同技術者が所属企業の営業秘密をノートブックなどに無断コピーして流出する事

例が急増している。 

したがって、核心人材に対する保安管理が何よりも重要であり、職員採用・退職時

又は重要プロジェクト参加時には"営業秘密保護誓約書"を提出させるなどの対策を講

じる。 
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(ⅲ)コンサルティング技術諮問企業による流出 

外部に経営コンサルティング・技術諮問を依頼する場合、企業自らが重要資料を提

供して積極的に協調しなければならないため、コンサルティング・諮問企業は関連資

料をＣＤ、ノートブックなどにコピーして簡単に営業秘密を流出できる。 

したがって、コンサルティングなどで外部企業に諮問を依頼する場合、企業間競争

がより激しくなっている国内外の状況から格別の注意が求められ、コンサルティング

などの契約締結時には契約書上に営業秘密の保護に関する内容を盛り込み、資料提供

時は予め保安性を綿密に検討する。 

 

(ⅳ)誘致科学者や技術研修生などによる流出 

先端技術の伝授、共同研究開発などを目的に外国人科学者や研修生を誘致する企業

が徐々に増えているが、これに対する保安管理を疎かであったために営業秘密が流出

する事件が発生している。こうした場合に対する営業秘密流出防止のためには、雇用

契約書作成時に保安遵守義務と研究成果物に対する所有権を明確にしておき、契約満

了時は成果物を回収するなどの保安措置を取る。 

 

②産業スパイの見分け方 

最近、国家情報院にて発行された “産業スパイ識別の要領”では以下のような人々

を一応、産業スパイとして疑わしいと記述している。 

 本人の業務と関係ない他職員たちの業務について随時、質問する者 

 写真装備を過度に使用する者 

 本人の業務に関係のない他部署の事務室に頻繁に出入りする者 

 研究室・実験室など社外秘が保管されている場所に与えられた任務に関係なく

アクセスを試みる者 

 普段と異なり仲間との接触を避けたり、最近、情緒の変化が激しい者 

 主要部署に勤めてから理由なく急に辞職を願う者 

 業務を口実に主要機密資料をコピーし、個人的に保管する者 

 与えられた任務に関係なくＤＢによくアクセスする者 

 人がいない時、仲間のコンピューターに無断でアクセスし操作する者 

 特別な理由なく仕事後や祝日に事務所に一人で残っている者 

 技術の習得より、責任・管理者や核心技術者などとの親交に関心が高い研修生 

 研究活動より研究成果の確保に異常に執着する研究員 

 視察、見学の際、指定された訪問コース以外の他施設に関心を寄せる訪問客 
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